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君津市国民健康保険税率改定方針の策定について 

 

 

 

１ 現状と課題 

  これまで本市では、国民健康保険制度の広域化以降、県から納付金算定時に

示される市町村標準保険税率を参考に税率を決定してきたが、近年、保険税率

は据え置いている状況である。 

国は市町村毎に異なる保険税率の県単位での統一化を示しており、県では、

令和１１年度までに、納付金算定時に医療費水準の違いを反映させない「納付

金ベースでの統一」を行い、１２年度以降に県内統一保険税率への議論を進め

ていくとしている。 

  近年、国民健康保険の被保険者数は減少傾向となっているが、一人当たりの

医療費は上昇傾向となっており、令和６年度の県への納付金額は相対的に上昇

しており、これに伴い、本市の保険税率と市町村標準保険税率の乖離が大きく

なっている。 

  

２ 対応策 

令和７年度から１１年度において、将来、県内統一保険税率になることを見 

据えて、令和１１年度に標準保険税率に合せることを基本とする「君津市国民

健康保険税率改定方針」を策定し、段階的に税率改定を実施する。 

 

３ 今後の予定 

  令和６年１１月 君津市国民健康保険税率改定方針（案）を運営協議会へ 

諮問 

          君津市国民健康保険税率改定方針（案）を議会へ報告 

令和７年 ２月 税率改正の条例改正案と当初予算案を議会提出 

令和７年度以降 標準税率による見直しを行いながら、毎年度、税率を改定 
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君津市国民健康保険税率改定方針 概要版

【 方針策定にあたっ て】 【 本市における保険税率の今後の考え方】

【 税率改定のイ メ ージ】

【 本市の国民健康保険の現状】

○後期支援分

○国民健康保険税の調定額・ 収納率（ 現年分）

【 広域化以降の保険税率】

モデル１  夫７ ０ 歳（ 年金２ ５ ０ 万円）  妻６ ８ 歳（ 年金８ ０ 万円）

収納率 9 0 . 1 2 % 9 2 . 4 9 % 9 4 . 2 9 % 9 4 . 3 7 % 9 5 . 1 5 %

年度 R1 R2 R３ R4 R5

調定額（ 千円） 1 ,7 9 3 , 6 8 1 1 , 7 2 2 , 4 4 6 1 , 7 1 6 , 4 6 5 1 , 7 6 4 , 3 4 8 1 , 5 7 5 , 2 9 4

1 6 , 4 4 8 1 5 , 8 4 2 1 5 , 2 0 3 1 4 , 9 3 8

増減 0 -2 0 1 -5 4 6 -1 0 4 0 -6 0 6 -6 3 9 -2 6 5

被保険者数 1 8 , 2 3 5 1 8 , 0 3 4 1 7 , 4 8 8

○被保険者数の推移（ 6 年度以降は推計）

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

方 針 概 要

所得割( ％) 7 . 3 7 . 9 7 7 . 4 3 7 . 5 6 7 . 7 7 . 8 3 7 . 9 7

 都道府県内では被保険者の所得と 世帯構成が同じ なら ば、 保険税額が同一になると いう 「 保険税水準の完全統

一化」 を目標と し 、 第１ 段階と し て令和１ １ 年度までに、 納付金算定時に医療費水準の違いを反映さ せない「 納

付金ベースでの統一」 を行い、 その後第２ 段階と し て１ ２ 年度以降に県内統一保険税率への議論を進めていく と

し ています。 令和１ ２ 年度以降、 運営方針に保険税水準の統一化が盛り 込まれた場、 統一保険税率の目安と し て

は、 「 市町村標準保険税率」 が考えら れます。

 本市では、 統一保険税率（ ＝市町村標準保険税率） に近し い水準の税率にするこ と を目標と し ます。 なお、 令

和６ 年度において市町村標準保険税率が大幅に上昇し たため、 令和1 1 年度までの期間で、 段階的に改定を行っ て

まいり ます。

 平成３ ０ 年度から 都道府県が国民健康保険運営を担う こ と により 、 保険給付に必要な費用の全額を都道府県から

交付さ れるこ と と なり 、 財政運営の安定化が図ら れた一方で、 保険税水準は市町村ごと に異なる状況が続いていま

す。

 こ う し たなか、 国は令和５ 年６ 月に「 都道府県国民健康保険運営方針策定要領」 を改定し 、 市町村毎に異なる保

険料率を県単位で統一化を目指す方針を示し ており 、 その後、 令和６ 年４ 月１ 日に施行さ れた国民健康保険法の改

正により 、 都道府県が策定する国民健康保険運営方針において、 保険税水準の平準化に関する事項を記載するこ と

になり 、 千葉県においても 、 令和6 年3 月に策定し た第2 期千葉県国民健康保険運営方針おいて、 保険料水準の統一

について明記さ れまし た。

 こ のよう なこ と から 、 本改定方針は、 本市の国民健康保険の安定的な財政運営を図り 、 保険税水準の統一化を進

めるために策定するも のと し 、 対象期間については第２ 期千葉県国民健康保険運営方針と の整合性を踏まえて、  令

和７ 年４ 月１ 日から 令和１ ２ 年３ 月３ １ 日までと し ます。

 近年、 国保の被保険者数は後期高齢者医療への移行や被保険者数が被用者保険の適用拡大により 減少傾向と なっ

ており 、 今後も 続く 見通し と なっ ています。 保険税についても 、 収納率は年々上昇し ていますが、 調定額は被保険

者数に比例し 、 減少傾向にあり ます。 一方で、 本市の一人当たり の医療費は、 医療の高度化や高齢化の進展等によ

り 増加傾向と なっ ています。

1 . 8 2 . 7 1 1 . 9 8 2 . 1 6

均等割( 円)

○医療分

年度 R6

税率

標準

税率

R7

税率

R8

税率

R9

税率

R1 0

税率

R1 1

税率

2 0 ,0 0 0 2 3 , 3 7 6 2 1 , 0 0 0 2 1 , 0 0 0 2 2 , 0 0 0 2 2 , 0 0 0 2 3 , 0 0 0

年度 R6

税率

標準

税率

R7

税率

R8

税率

○介護分

平等割( 円） 2 4 , 0 0 0 2 7 , 8 4 8 2 5 , 0 0 0 2 5 , 0 0 0 2 6 , 0 0 0 2 6 , 0 0 0 2 7 , 0 0 0

均等割( 円) 1 0 , 0 0 0 1 6 , 1 4 0 1 2 , 0 0 0 1 3 , 0 0 0 1 4 , 0 0 0 1 5 , 0 0 0 1 6 , 0 0 0

R9

税率

R1 0

税率

R1 1

税率

所得割( ％)

R1 1

税率

1 . 9 4 2 . 0 8 2 . 2 3 2 . 3 7 2 . 5 2

2 . 3 4 2 . 5 1 2 . 7 1

1 . 8 2 . 5 2

年度 R6

税率

標準

税率

R7

税率

R8

税率

R9

税率

R1 0

税率

所得割( ％)

 広域化後は、 都道府県が推計し た医療費見込、 医療費水準、 所得水準、 被保険者数を基に「 国民健康保険事業費

等納付金」 が定めら れ、 市町村はその額を納付するよう になり まし た。  また、 「 国民健康保険事業費等納付金」 を

都道府県が算定する際に、 決定し た納付金を集めるために必要な「 市町村標準保険税率」 が示さ れるよう になり 、

本市では、 毎年度標準保険税率を見比べながら 当該年度の税率を決定し てきまし たが、 結果的に平成２ ９ 年度以

降、 据え置いている状況です。

均等割( 円) 9 , 9 0 0 1 4 , 5 4 1 1 0 , 0 0 0 1 1 , 0 0 0 1 2 , 0 0 0 1 3 , 0 0 0 1 4 , 0 0 0

【 モデルケースによる令和７ 年度の国保税の試算】

現行: 1 5 5 , 4 0 0 円 改定案: 1 6 3 , 6 0 0 円 標準税率: 1 8 7 , 1 0 0 円

モデル2  夫 4 0  歳（ 給与４ ２ ０  万円） ・ 妻 4 0  歳（ 収入０ ） ・ 子２ 人（ 小学生）

現行: 4 3 5 , 1 0 0 円 改定案: 4 5 8 , 6 0 0 円 標準税率: 5 3 8 , 9 0 0 円 

※なお、 市町村標準保険税率は毎年改定さ れるため、 その改定を加味し たう えで残り の年度で割っ て求めます。

増減（ 円） 0 -6 , 8 2 0 2 6 , 6 0 2 8 , 4 9 9 9 , 2 7 2

○１ 人当たり の医療費

年度 R1 R2 R３ R4 R5

医療費（ 円） 3 7 9 , 7 0 2 3 7 2 , 8 8 2 3 9 9 , 4 8 4 4 0 7 , 9 8 3 4 1 7 , 2 5 5
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報 告 
 
 

（１） 君津市国保小櫃診療所及び国保松丘・笹診療所の 

指定管理候補者について 
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君津市国保小櫃診療所及び国保松丘・笹診療所の 

指定管理候補者について 

 

 令和７年４月からの国保小櫃診療所及び国保松丘・笹診療所の運営は、指定管

理者制度を活用し、公益社団法人 地域医療振興協会を候補者として選定するこ

ととなった。 

 

１ 公益社団法人 地域医療振興協会の概要 

（１）名 称 

    公益社団法人 地域医療振興協会 

（２）所在地 

    東京都千代田区平河町二丁目６番３号 

（３）目的等 

    全国のへき地を中心とした地域保健医療の調査研究及び地域医学知識 

の啓蒙と普及を行うとともに、地域保健医療の確保と質の向上等、住民福 

祉の増進を図り、地域の振興に寄与することを目的として設立された法人。 

    全国で６６施設もの診療所及び病院の指定管理を受託しているほか、臨 

時的に代理診療を行う意思の派遣、地域医療を担う総合医の要請など、地 

域医療を総合的に支える事業を展開している。 

 

２ 指定管理の内容 

（１）制度概要 

 公の施設の管理に民間のノウハウを活用しながら、市民サービスの向上 

と運営経費の削減を図ることを目的としている。 

（２）指定管理期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

（３）指定管理料 

国保小櫃診療所   １，３２０万円／年 

国保松丘・笹診療所 ２，２００万円／年 
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３ 国保松丘診療所の診療日等の見直し 

   国保松丘診療所については、指定管理者制度の導入に合わせて土曜日を休 

診日とするなど、診療日及び診療時間の見直しを図る。 

また、患者の状況によっては居宅サービス（訪問看護等）及び介護予防 

サービス（介護予防訪問看護等）も可能とする。 

 

４ 指定管理者制度導入に係る今後の予定 

   令和６年１２月 指定管理者の指定に係る議案の提出 

           債務負担行為の設定 

           指定管理者の指定 （議決後） 

指定後 指定管理者との基本協定の締結 

   令和７年 ４月 新体制での診療所運営開始 
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